
令和６事業年度財務諸表

（ 総 合 勘 定 ）

年金積立金管理運用独立行政法人



（単位：円）

資産の部　　　　

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 21,703,744

金銭等の信託 249,782,056,659,620

前払費用 319,240

未収金 20,587,824

流動資産合計 249,782,099,270,428

Ⅱ 固定資産

1 有形固定資産

建物 567,406,286

建物減価償却累計額 △ 277,419,539 289,986,747

工具器具備品 1,044,463,282

工具器具備品減価償却累計額 △ 748,605,955 295,857,327

有形固定資産合計 585,844,074

2 無形固定資産

ソフトウェア 628,760,576

電話加入権 28,000

無形固定資産合計 628,788,576

固定資産合計 1,214,632,650

資産合計 249,783,313,903,078

（令和７年３月３１日）

貸  借  対  照  表 （ 総 合 勘 定 ）



負債の部

Ⅰ 流動負債

未払金 1,716,818,153,147

未払費用 35,095,277

預り金 21,679,576

引当金

賞与引当金 397,504,852 397,504,852

流動負債合計 1,717,272,432,852

Ⅱ 固定負債

他勘定受入金

厚生年金勘定受入金 236,147,763,497,835

国民年金勘定受入金 11,917,086,266,191 248,064,849,764,026

引当金

退職給付引当金 1,091,706,200 1,091,706,200

固定負債合計 248,065,941,470,226

負債合計 249,783,213,903,078

純資産の部

資本金

政府出資金 100,000,000

資本金合計 100,000,000

純資産合計 100,000,000

負債純資産合計 249,783,313,903,078



（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

　 資産運用業務費 46,492,853,735

一般管理費 1,339,176,267

雑損 323,558

損益計算書上の費用合計 47,832,353,560

Ⅱ その他行政コスト （注） ― ―

Ⅲ 行政コスト 47,832,353,560

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

行政コスト計算書注記

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 47,832,353,560

自己収入等 △ 1,733,474,684,925

機会費用 5,891,992

独立行政法人の業務運営に関して △ 1,685,636,439,373

国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法

（１）政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

１０年利付き国債の令和７年３月末利回りを参考に１．４８５％で計算しています。 

（２）国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、

独立行政法人での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付

支給基準等を参考に計算しています。

行政コスト計算書 （ 総 合 勘 定 ）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）



（単位：円）

経常収益

資産運用損益 1,733,447,682,337

雑益 27,002,588

経常収益合計 1,733,474,684,925

経常費用

資産運用業務費

運用諸費 41,311,192,058

役員報酬 124,116,449

給与手当 1,374,657,989

法定福利費 217,284,885

賞与引当金繰入額 357,967,014

退職給付費用 154,360,606

賃借料 2,567,930,498

減価償却費 385,344,236 46,492,853,735

一般管理費

役員報酬 35,007,213

給与手当 319,856,524

法定福利費 52,157,266

賞与引当金繰入額 39,537,838

退職給付費用 35,735,994

賃借料 117,346,000

減価償却費 63,953,083

その他の一般管理費 675,582,349 1,339,176,267

雑損 323,558

経常費用合計 47,832,353,560

経常利益 1,685,642,331,365

繰入前利益 1,685,642,331,365

他勘定分配金繰入

厚生年金勘定分配金繰入 1,603,458,379,606

国民年金勘定分配金繰入 82,183,951,759 1,685,642,331,365

当期純利益 ―

当期総利益 ―

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

損  益  計  算  書  （ 総 合 勘 定 ）



（単位：円）

当期首残高 100,000,000 100,000,000 100,000,000

当期変動額

資本金の当期変動額 ― ―

当期変動額合計 ― ― ―

当期末残高 100,000,000 100,000,000 100,000,000

純資産変動計算書 （ 総 合 勘 定 ）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

資本金

純資産合計
政府出資金 資本金合計



（単位：円）

Ⅰ  業務活動によるキャッシュ・フロ－

資金運用に係る投資支出  △ 2,668,455,956,535

厚生年金勘定への繰入支出 △ 210,000,000,000

国民年金勘定への繰入支出 △ 330,200,000,000

人件費支出 △ 2,539,957,175

その他業務支出 △ 54,298,611,429

厚生年金勘定より受入金 2,415,618,950,456

国民年金勘定より受入金 248,788,188,126

投資回収金収入 540,200,000,000

運用事業収入 61,098,694,734

その他業務収入 89,054,912

    業務活動によるキャッシュ・フロ－ 300,363,089

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロ－

有形固定資産の取得による支出 △ 210,948,667

無形固定資産の取得による支出 △ 86,584,255

    投資活動によるキャッシュ・フロ－ △ 297,532,922

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロ－ ―

Ⅳ  資金に係る換算差額 ―

Ⅴ  資金増加額 2,830,167

Ⅵ  資金期首残高 18,873,577

Ⅶ  資金期末残高 21,703,744

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ － 計 算 書 （ 総 合 勘 定 ）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）



（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 ―

当期総利益 ―

Ⅱ 利益処分額

　 積立金 ― ―

利益の処分に関する書類 （ 総 合 勘 定 ）

（令和７年３月３１日）



注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 「金銭等の信託」の評価基準及び評価方法 

  運用目的有価証券 

     売買目的有価証券 

    時価法（売却原価の算定には移動平均法）によっています。 

 

  （２） 外貨建資産及び負債の換算基準 

      外貨建資産及び負債は、決算日の為替相場により円換算しています。 

 

  （３） 減価償却の会計処理方法 

     ①  有形固定資産 

         定額法を採用しています。 

         なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

         建物        １５～１８年 

         工具器具備品      ３～２０年 

 

     ②  無形固定資産 

         定額法を採用しています。 

         なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能期間（５年）に基

づいています。 

 

  （４） 引当金の計上基準 

     ①  賞与引当金 

         役員及び職員（含む臨時職員）に支給する賞与の支出に充てるため、翌期の支払見込額のうち当期に

発生した額を計上しています。 

 

     ②  退職給付引当金 

         役員及び職員の退職給付に備えるため、内規に基づく当該者が自己都合退職した場合の期末要支給額 

を計上しています。 

 

  （５） 消費税等の会計処理 

       税込方式によっています。 

 

２．重要な債務負担行為 

  該当事項はありません。 

   

３．重要な後発事象 

  該当事項はありません。 

 

４．固有の表示科目の内容 

 （１）金銭等の信託 

    金銭等の信託は、売買目的有価証券に分類し、経理処理しています。 

 

（２）厚生年金勘定受入金 

    厚生年金勘定より受け入れた資金の額を計上しています。 

 



（３）国民年金勘定受入金 

    国民年金勘定より受け入れた資金の額を計上しています。 

 

（４）厚生年金勘定分配金繰入 

    年金積立金管理運用独立行政法人法第２５条第１項の規定に基づき、厚生年金勘定へ繰り入れる利益  

   の分配金を計上しています。 

 

（５）国民年金勘定分配金繰入 

    年金積立金管理運用独立行政法人法第２５条第１項の規定に基づき、国民年金勘定へ繰り入れる利益  

   の分配金を計上しています。 

 

５．貸借対照表関係 

  固定資産の減損に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

６．キャッシュ・フロー計算書関係 

  資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

    現金及び預金勘定  21,703,744 円  

    資金期末残高    21,703,744 円  

 

７．金融商品関係 

（１） 金融商品の状況に関する事項 

   ① 金融商品に対する取組方針 

     当法人は、厚生労働大臣から寄託された年金積立金の管理及び運用を行っています。 

この年金積立金の運用は、厚生年金保険法及び国民年金法等に基づき、長期的な観点から安全かつ効

率的に行うこととしています。 

 

   ② 金融商品の内容及びそのリスクと管理体制 

     当法人が保有する金融商品の内容及びリスクに対する管理体制は、関係法令、業務方法書及び年金積

立金の管理及び運用に関する具体的な方針等に基づいています。 

     当法人が運用目的で保有する資産は、長期的な観点から資産構成割合を定めることにより、国内外の

債券、株式等で構成しています。これらの資産は、当法人の特定運用信託契約に基づいて運用しており、

貸借対照表において「金銭等の信託」として表示し、売買目的有価証券に分類しています。 

また、当該運用資産は、金利や為替の変動による市場リスクや信用リスク等を包含していますが、関

係法令等に基づき適切なリスク管理を実施し、これらのリスク管理における実施状況等については、法

人の重要な方針を決定するとともに執行部の業務執行を監督する役割を担う経営委員会に報告してい

ます。 

 

   ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

     金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価 

額を用いることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 



  （２） 金融商品の時価等に関する事項      

    令和７年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、現

金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ことから、注記を省略しています。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

金銭等の信託    

売買目的有価証券 249,782,056,659,620 249,782,056,659,620 － 

資 産 計 249,782,056,659,620 249,782,056,659,620 － 

      

 （３） 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項  

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレ

ベルに分類しています。 

   レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価 

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。 

 

時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

（単位：円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金銭等の信託 

 売買目的有価証券 ― 245,594,351,770,606 4,187,704,889,014 249,782,056,659,620 

資産計 ― 245,594,351,770,606 4,187,704,889,014 249,782,056,659,620 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

 

金銭等の信託 

 金銭等の信託の信託財産の構成物である有価証券については、資産管理機関から提示された価格によってい

ます。 

なお、当法人の特定運用信託契約に基づき信託契約単位ごとに資産管理機関より提示された価格は、レベル

２又はレベル３の時価に分類しています。 

  

（注２）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債のうちレベル３の時価に関する情報 

 

① 重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

当法人自身が観察できないインプットを推計していないため、記載していません。 

 

 

 

 

 

 



② 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 

（単位：円） 

  期首残高 
損益に計上 

（＊) 

配分・回収額 

の純額 

レベル 3の時価 

への振替 

レベル 3の時価 

からの振替 
期末残高 

当期の損益に計上し

た額のうち貸借対照

表日において保有す

る金融資産及び負債

の評価損益 

（＊) 

金銭等の信託 

 売買目的有価証券 3,697,236,767,200 230,311,132,545 260,156,989,269 ― ― 4,187,704,889,014 113,213,855,368 

（＊)損益計算書の「資産運用損益」に含まれています。 

 

③ 時価の評価プロセスの説明 

当法人では時価の算定に関する方針及び手続きを定めており、レベル３の時価は、資産管理機関から提

示された価格によることとしています。また、資産管理機関から提示された価格については、その変動要

因を毎年度分析するとともに、投資先の投資内容についてモニタリングを実施し、把握しています。 

 

④ 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

当法人自身が観察できないインプットを推計していないため、記載していません。 

     

８．退職給付引当金 

 （１） 採用している退職給付制度の概要 

    当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しています。当該制度で 

は、給与と勤務期間等に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用 

を計算しています。 

 

 （２） 確定給付制度 

   ① 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

      期首における退職給付引当金             990,771,300 円 

       退職給付費用                   190,096,600 円 

       退職給付の支払額                 △89,161,700 円 

      期末における退職給付引当金            1,091,706,200 円 

 

   ② 退職給付に関連する損益 

      簡便法で計算した退職給付費用                      190,096,600 円 

 



附属明細書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細並びに減損損失累計額

　 （単位：円）

減価償却 減損損失

累計額 当期償却額 累計額 当期減損額

504,378,173 63,028,113 - 567,406,286 277,419,539 36,285,223 - - 289,986,747

805,062,564 239,400,718 - 1,044,463,282 748,605,955 112,562,039 - - 295,857,327

1,309,440,737 302,428,831 - 1,611,869,568 1,026,025,494 148,847,262 - - 585,844,074

2,112,202,082 555,429,640 - 2,667,631,722 2,038,871,146 300,450,057 - - 628,760,576

28,000 - - 28,000 - - - - 28,000

2,112,230,082 555,429,640 - 2,667,659,722 2,038,871,146 300,450,057 - - 628,788,576

3,421,670,819 857,858,471 - 4,279,529,290 3,064,896,640 449,297,319 - - 1,214,632,650

（注）　１　独立行政法人会計基準「第87　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」による減価償却相当額の累計額及び承継資産に係る費用相当額の累計額については、該当ありません。

２　独立行政法人会計基準「第91　資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による特定の除去費用等については、該当ありません。

２．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

397,504,852 333,897,904 - 397,504,852

３．退職給付引当金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

990,771,300 190,096,600 89,161,700 1,091,706,200

４．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、千円未満切捨て、人）

支給人員 支給額 支給人員

(8) (-) (-)

4 21,136 2

(2) (-) (-)

170 68,025 11

(10) (-) (-)

174 89,161 13

（注） １　役員に対する給与等の支給基準の概要

　　　役員の給与及び退職手当については、役員給与規程等に基づき、適正額を支給しています。

２　職員に対する給与等の支給基準の概要

　　　職員の給与及び退職手当については、職員給与規程等に基づき、各職員の職能に応じて適正額を支給しています。

３　職員等の給与の「支給人員」数は、年間平均支給人員数を記載しています。

４　（　）は非常勤の役員及び職員に対するもので外数です。

摘要

有 形 固 定 資 産
（ 減 価 償 却 費 ）

建 物

工 具 器 具 備 品

計

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 差引当期末残高

合計

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

計

当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要

賞 与 引 当 金 333,897,904

区分 期首残高

区分 摘要

退 職 給 付 引 当 金

区分
報酬又は給与 退職手当

支給額

役　　　　　　員
(68,892)

99,591

職　　　　　　員
(13,413)

1,997,173

合計
(82,305)

2,096,764



５．上記以外の主な資産、負債及び収益の明細

金銭等の信託

流動資産として計上された金銭等の信託

（単位：円）

当期増加額 当期減少額

41,201,663,131,783 39,134,505,869,982 1,733,447,682,337 249,782,056,659,620

（注）次に掲げる事項については、該当ありません。

１　棚卸資産の明細

２　有価証券の明細

３　長期貸付金の明細

４　長期借入金の明細

５　資産除去債務の明細

６　法令に基づく引当金等の明細

７　保証債務の明細

８　資本剰余金の明細

９　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

10　国等からの財源措置の明細

11　開示すべきセグメント情報

12　科学研究費補助金の明細

13　特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の情報

区分 期首残高 運用損益 期末残高 摘要

売 買 目 的 有 価 証 券 245,981,451,715,482

信託元本


